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第 118 回労働力需給制度部会を開催、労働者派遣制度の在り方の「論点」が示される 

 

 

 ８月２８日（木）、第 118 回労働政策審議会職業安定分科会労働力需給制度部会が

開催された。今回は、事務局が「研究会報告」をベースに作成した「今後の労働者派

遣制度の在り方の論点について（たたき台）」を示し、それをもとに議論を行った。 

   労働者側は、日雇い派遣は法律で禁止すべきこと、登録型派遣の規制が不十分で

あること、違法派遣の場合の派遣先での直接雇用を行政勧告で対応することの問題点

等について主張した。使用者側は、日雇い派遣が原則禁止となった場合の企業への影

響を懸念すること、違法派遣の場合の派遣先での直接雇用など派遣先に過度の規制を

課すべきではないこと等について主張した。次回も引き続き議論を行う予定。 

 

 

＜第 118 回労働力需給制度部会・労働側議事メモ＞ 

１．日時：２００８年８月２８日（木）１４:００～１５：４５ 

２．場所：厚生労働省９階省議室 

３．出席者：公益委員３名（清家部会長、鎌田、北村） 

        労働者側委員３名（長谷川、市川（佳）、古市）  

        使用者側委員３名（平田、山崎、市川（隆））  

４．会議概要： 

   事務局が「研究会報告」をベースに作成した「今後の労働者派遣制度の在り方の

論点について（たたき台）」を示し、それをもとに議論を行った。次回も引き続き

議論する予定。  

 

５．主な質疑 

【使用者側】 

登録型派遣で働くことを希望する人が一定程度いる以上、制度を維持し、改善

することを前提として議論すべき。［1］日雇い派遣を認める範囲については十分

な議論が必要。禁止するとなった場合、人員の確保の面で、中小企業に対してど

のような支援があるのか。［2］派遣労働者の賃金の決定について、「派遣先の同

種の労働者の賃金を考慮要素の一つとする」とはどのようなことか。［3］派遣先

が行う必要な情報提供とは、どのようなことを想定しているのか。 

 

【事務局】 

［1］日雇い派遣を禁止した場合は、民間の職業紹介事業者の育成による日雇い

の職業紹介やハローワークを通じた職業紹介で対応する。［2］あくまで考慮要素

の１つとして、派遣先の同種の業務の労働者の賃金額を派遣労働者の賃金決定の

際に参考にしていただきたいとの趣旨である。［3］賃金や必要な教育訓練ニーズ

等について情報提供していただくことを想定している。 

 

 



【使用者側】 

［1］日雇い派遣は、危険・有害な業務については一定の制限が必要。しかし、

生活保障のある者にとっては、禁止すると不利益になる場合もあるので配慮が必

要。［2］登録型の常用化については、措置することが困難な努力義務を過剰に課

すと、１年未満で契約を打ち切るおそれもあるので慎重に検討すべき。［3］派遣

労働者の待遇について、派遣先の労働者を考慮した結果、かえって低くなるケー

スもあるのではないか。［4］期間の定めのない労働者については、雇用契約申込

義務を外すとともに、派遣期間制限についても外すべき。［5］グループ企業派遣

は雇用継続に有用なケースもあるので配慮が必要。［6］違法派遣是正のための派

遣先での直接雇用は、挙げられているすべてのケースで直接雇用することは適当

ではない。主観的要件の特定など個別のケースごとに検討すべき。 

 

【使用者側】 

現状では、引越、貨物運送、倉庫業務、製本、イベント関係、旅館・ホテルや

冠婚葬祭での配膳、各種キャンペーンなど、電話一本で手軽に人を集められる日

雇い派遣が広範囲に活用されている。日雇い派遣を活用できなくなるとなれば、

日雇い派遣と同等程度の使い勝手のよい代替措置が必要。アルバイトや日雇いの

職業紹介では、必要な人員を大量に確保できるのかなど、使い勝手の面で不安が

ある。日雇い派遣を認める業務をポジティブリスト化し、政令で定めるとしてい

るが、法案提出前にある程度の目途をつけておくべき。「日雇い」という名称は

イメージが悪いので、別の名称に変えることも検討すべき。 

 

【労働者側】 

日雇い派遣が社会的批判を受けているのは、派遣元が雇用者責任を放棄し、電

話一本で手軽に労働者を送り込み、利益を上げているからではないか。日雇い派

遣のイメージが悪いのは、労働者の処遇が低く生活が困難であるからであって、

待遇改善がなければ名前を変えたところでどうにもならない。［1］日雇い派遣の

禁止期間は、港湾労働法の規定にもあるように、２か月以内という選択肢もある

のであり、検討が必要。［2］登録型については、常用化の措置を３点挙げている

が、登録型の問題解決には到底不十分。派遣労働者の労災事故が激増し、特に製

造業での被災が圧倒的に多いとの厚生労働省の調査が公表されており、2003 年改

正で物の製造業務への派遣を解禁したのは間違いだったと言わざるを得ない。労

働安全衛生に関する派遣先責任を抜本的に強化することはもちろん、物の製造業

務への派遣は再び禁止すべき。［3］実態として、違法派遣はごく一部で起きてい

るわけではない。派遣先での直接雇用については、厳しい仕組みとしなければ、

実際に起きている問題の解決にはならない。行政勧告ではなく、みなし規定にし

て法律で責任を明確にすべき。 

 

【労働者側】 

［1］「論点」は、日雇い派遣は原則禁止といいながら、例外をかなり幅広に認

めるような書きぶりではないか。「日雇い派遣が常態」となっていれば認めると

いう姿勢は単なる実態の追認である。原則禁止というからには、政令ではなく法

律で厳密に禁止とすべき。「26 業務以外の専門性があり労働者保護に問題がない

業務」もリスト化して認めるとの記載があるが、26 業務に加え、さらに日雇い派



遣に限って認める業務をつくることなど認めることはできない。［2］「特定を目

的とする行為」を期間の定めのない労働者の場合は可能とするとあるが、そもそ

も、派遣法の趣旨から、派遣先が派遣労働者を特定することはできないはずであ

る。特定を目的とする行為を認めるということは、結局、派遣先に派遣労働者の

特定を認めるということと同じではないか。［3］派遣労働者の待遇の確保につい

て、特に賃金について書かれていることが本当に可能なのかどうか疑問。派遣法

でも派遣先の労働者との均等待遇原則を明記する必要がある。派遣労働者の賃金

は派遣料金で決まってくるのであり、商取引関係で弱い立場にあるケースが多い

派遣元に努力義務を課しても実効性はない。 

 

【事務局】 

［1］具体的な案があるわけではないが、26 業務以外の業務でも日雇い派遣を認

めても問題ない業務があればリスト化するとの趣旨で提案している。［2］特定を

目的とする行為については、期間の定めのない雇用契約の労働者であれば、派遣

元が雇用しているので、派遣先が採用行為を代替することにはならないことから、

可能とすることを提案している。 

 

【労働者側】 

全体的にみると、派遣元に対する規制は一定程度強化するとしているが、派遣

先の責任は強化されておらず、問題である。労働者派遣の最大の問題は雇用の不

安定さであり、派遣先にも大きな責任がある。使用者側が、派遣先にとっての使

い勝手のよさを主張されたが、「労働は商品ではない」ということを認識すべき。

雇用の原則は直接雇用で期間の定めのない雇用であるとの認識を持ちながら、派

遣法の議論を行うべき。労働者派遣制度の是正のためには、派遣先に、派遣を活

用して得られるメリットに応じた責任やリスクを負担させるべき。 

 

【労働者側】 

［1］日雇い派遣について、原則と例外をつくると、例外が増えていくおそれが

あり、問題である。専門 26 業務についても、特にファイリングや事務用機器操

作は除くべき。［2］登録型の規制に何も触れていないのは問題。そもそも、登録

型派遣は職業紹介とどのように違うのかわからない。［3］研究会報告で盛り込ま

れた常用型の定義を「期間の定めのないものとする」との項目が落ちているが、

きちんと派遣法に定義規定を置くべき。［4］教育訓練について、常用型について

は行われているが、登録型はほとんど行われていないのではないか。［5］期間の

定めのない雇用契約の労働者について特定を目的とする行為を認めることにつ

いては、慎重な検討が必要。［6］派遣先での直接雇用の行政勧告には違和感があ

る。違反があればすぐに勧告できるのか、どのような手順や手続で行われるのか。

この制度で労働者が救われるか疑問。みなし規定にして、民事効果を付ける方が

よい。違反があった場合は労働審判を申し立てられるようにすればよいのではな

いか。また、行政勧告で従前以上の労働条件で雇用契約を申し込ませることは難

しいのではないか。［7］労働者派遣事業の許可・届出の制度については、すべて

の事業について許可制とすべきではないか。労働者派遣事業適正運営協力員を活

用して、派遣元を訪問させ、許可・届出段階で把握できない事項について確認す

ることとしてはどうか。［8］紹介予定派遣後の雇用は期間の定めのない雇用とす



べき。期間の定めのある雇用とする場合には合理的な理由が必要とすべき。［9］

雇い入れ時の安全衛生教育について派遣先にも責任を負わせるべき。［10］派遣

労働をめぐる労使関係について、派遣先の労働組合に、業務、期間、人数、賃金、

社会・労働保険の加入状況、派遣料金、派遣元事業者名を通知し、意見聴取する

ことを義務づけるべき。また、派遣労働者が所属する労働組合に対する派遣先の

団体交渉応諾義務を明確化すべき。 

 

【事務局】 

［1］登録型派遣は、派遣元が賃金の支払い、教育訓練の実施、苦情処理、福利

厚生面等について雇用管理を行っている点で職業紹介とは異なる。［2］直接雇用

の行政勧告は、労働局への申告等があった場合、調査した上で違法かどうかを判

断し、派遣先で雇用されることについて労働者の意思確認を行った上、勧告する

ことを想定している。派遣先が勧告に従わない場合は公表となる場合もある。［3］

許可・届出制については、現行制度に問題があるとの認識はない。 

 

【使用者側】 

［1］派遣元が雇用管理責任を果たしていないとの指摘があったが、現場では、

安全衛生教育等、しっかりやっていると聞いている。［2］物の製造業務への派遣

は、すべてに問題があるとは考えていない。一定程度の雇用を生んでいることも

あり、禁止は適切ではない。 

 

 


